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１ はじめに 

急速な温暖化や高齢化社会等、健康を取り巻く社会

状況は刻々と変化しており、学校における健康教育の

内容もその変化に対応していくことが不可欠である。  

現在、生涯のうち、２人に１人が、がんに罹患する

と言われる等、がん対策は我が国にとって大きな課題

である。がん教育の重要性が高まる中、文部科学省の

実態調査を見てみると、学校でのがん教育の実施率は

決して高いとは言えない。全国調査であるが、県内も

同様の傾向があると考えられる。 

そこで、がん教育を推進していくための一助とする

ために、県内中学校のがん教育の取組の現状を調査す

ることとした。そして、がん教育を保健体育の授業だ

けでなく、学校教育全体での取組とすることの必要性

や、外部講師・補助教材・教員の研修を活用する等、

がん教育を実践するための情報提供をしていくことと

した。さらに、成果や課題を調査・分析することで、

がん教育を含めて、健康教育やその中の保健教育の取

組方を改善するきっかけとしていきたい。 

 

２ 調査対象（令和６年11月） 

中学校100校（尾張50校、三河50校） 

校長が、養護教諭や保健体育担当から聞き取り回答。 

区分 校数 学校規模 

１１学級以下 ２６ 小規模 

１２～１８学級 ３６ 中規模 

１９学級以上 ３８ 大規模 

 

３ 調査結果と考察 

⑴ 保健教育の重点取組状況について(複数回答可) 

健康教育の中の保健教育で重点的取組 １年 ２年 ３年 

喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育 ２６ ６０ ３６ 

性に関する指導 ５０ ２２ ６０ 

自殺予防教育 ４１ ３９ ３４ 

がん教育    ４ ５４  ９ 

基本的生活習慣の確立 ５５ ４７ ３７ 

体力つくり         ４４ ３４ ２９ 

疾病の予防・応急処置の指導 １２ ６０ １５ 

歯や口腔の健康 ３４ ２５ ２２ 

感染症に関する教育 １７ １７ ５１ 

目の健康 ２１ １９ ２０ 

アレルギー疾患 ２１ １３ １１ 

心の健康（人間関係づくり等） ７４ ５４ ４８ 

食に関する指導 ５０ ２６ ２０ 

熱中症 ５０ ５４ ５２ 

その他    ５   ６   ５ 

  現在の保健教育の課題となっている「心の健康（人

間関係づくり等）」と「熱中症」については、どの学年

でも重点を置いて実施している。 

それ以外は、保健体育の授業で単元を扱う学年で重

点をおいている学校が多い。 

「がん教育」は２年生の保健体育の授業で扱われて

いるため、２年生で重点をおいている学校が半数以上

ある。また、１、３年生で重点をおいている学校が他

の保健教育の中で極端に少ない傾向にある。 

⑵ がん教育の実施状況について 

がん教育の実施状況 校数 

保健体育の授業のみで実施 ７５ 

保健体育の授業以外でも実施 ２５ 

保健体育の授業のみの学校が多いものの、25校で保

健体育以外の授業でも実施している。また、学校規模

による実施の差異は見られなかった。 

実施の仕方や活用状況（複数回答可） 校数 

教科書の範囲内で実施 ８６ 

がん教育推進のための教材（文部科学省）を活用 １０ 

独自の教材を開発して実施  ３ 

外部講師を活用して実施 ２７ 

その他  ３ 

教科書のみでの実施校が多いものの、外部講師を活

用した学校が 27 校あり、がん教育推進のための教材

（文部科学省）を活用した学校も10校あった。 

教育課程上の扱いと学年(複数回答可) １年 ２年 ３年 

保健体育の授業 １０ ９０ １２ 

特別活動  ２  ４  ２ 

総合的な学習の時間  ３  ８  ３ 

特別の教科道徳  ２  ３  １ 

１、３年生でも、保健体育の授業で 10校以上が実施

していた。 
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教育課程上扱いが、特別活動、総合的な学習の時間、

特別の教科道徳は、すべての学年において 10 校を下

回っている。 

⑶ がん教育の取組状況と効果 

保健体育の授業以外のがん教育の取組方 校数 

全校で取り組んでいる  ２ 

学年で取り組んでいる ２３ 

全校や学年では取り組んでいない ７５ 

全校で取り組んでいる学校は２校しかなく、学年で

取り組んでいる学校も 23 校で、保健体育の授業での

実施が中心であることが分かる。 

保健体育の授業以外では、25 校中 12校が外部講師

の授業を実施し、９校で養護教諭が中心に進めていた。

総合的な学習の時間や特別活動で、保健委員会（２校）、

命の大切さ・生き方（４校）等を実施していた。 

取組による効果として、知識・理解の習得（７校）、

命の大切さ（２校）、生活習慣・生活の見直し（２校）

をあげていた。 

取り組む際に、家族等にがん患者がいるかの把握

（５校）、保護者文書・学年だよりによる周知（２校）、

不参加や途中退出の許可（２校）等の配慮があった。 

授業以外に学校や学年で取り組んでいない理由 校数 

時間を確保することが難しい ５１ 

「がん教育」以外の保健教育に重点をおいている ２７ 

配慮するべきことがあり取組ができない ７ 

何をしてよいか分からない   １ 

行う必要性が感じられない   ０ 

その他 ０ 

保健体育の授業以外に学校や学年で取り組んでい

ない理由としては、「時間を確保することが難しい」が

半数以上を占め、「がん教育以外の保健教育に重点をお

いている」も多く見られた。 

「配慮するべきことがあり取組ができない」理由と

して、身内にがん患者がいる（４校）、生徒本人が罹患

している（２校）があげられた。がん教育以外に取り

組むべき課題があることに加え、取り組む場合にも配

慮が必要であることから、全校での取組の低さにつな

がっていると考えられる。 

「もし取り組むのであれば、どのような支援があれ

ば取り組むことができると思いますか」との設問に対

しては、外部講師（24 校）、実践例・事例・単元計画

（８校）、教材・動画（７校）、時間（３校）であった。 

また、「もし取り組むのであれば、どの学年で、どの

ような内容で実施しますか」の設問に対しては、１年

（４校）、２年（28 校）、３年（３校）、全学年・全校

（11校）と回答し、２年の内容として、がん予防や生

活習慣について授業を受けた後、外部講師を活用する

という回答もあった。 

がん教育実施の効果 校数 

ある ２９ 

ややある ６４ 

あまりない   ７ 

ない   ０ 

がん教育を実施した効果について、93 校が「ある」

「ややある」と回答し、ほとんどの学校が効果を感じ

ていた。 

効果の内容（複数回答可） 校数 

正しい知識が得られた ６２ 

生徒が健康について主体的に考えるようになった ４７ 

生徒が命について深く考えるようになった ３７ 

病気や患者に対して生徒は共感的に理解するようになった ２６ 

生徒の病気の予防に関する行動が積極的になった ２２ 

日常の生徒の行動が前向きになった  ３ 

その他  ２ 

具体的な効果として、正しい知識が得られたが62校、

健康について主体的に考えるようになったが 47 校、

命について深く考えるようになったが 37校であった。 

力を入れて扱いたい内容（複数回答可） 校数 

がんの予防 ６２ 

がんの早期発見とがん検診 ６２ 

がんという病気   ３８ 

がん患者の理解と共生 ３２ 

生命の尊重 ３１ 

我が国のがんの現状 ２１ 

がんの経過とがんの種類 １７ 

がんの治療方法 １７ 

がん患者の生活 １５ 

がん治療における緩和ケア ７ 

その他  ０ 

がん教育の中で、特に力を入れて扱いたい内容につ

いては、「がんの予防」と「がんの早期発見とがん検診」

が62校で最も多く、次いで「がんという病気」「がん

患者の理解と共生」「生命の尊重」が 30校以上という

結果となった。 

⑷ がん教育外部講師リストについて 

34校が外部講師リストの存在を知らなかった。まず

は、外部講師リストの存在を今まで以上に周知する取

組が必要である。また、学校教育全体で取り組む場合

に必要な支援として、外部講師が圧倒的に多かったに

も関わらず、活用した学校が12校しかなかった。 
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外部講師リストを知っている 校数 

知っている ６６ 

知らない ３４ 

知っている６６校中、活用したことはあるか 校数 

ある １２ 

ない ５４ 

活用した学校 12 校のうち、ほぼ毎年活用する学校

は３校、１回または２回の学校が９校であった。 

活用が少ない理由として、講演内容など具体的な情

報や外部講師の招きやすさが必要との意見があった。

令和６年度愛知県外部講師を活用したがん教育等現代

的な健康課題理解増進事業のウェブページには、講師

活用の実施概要や取組例が載っている。活用の促進を

図るために、この情報の周知や、提出書類の簡素化等

を検討してもよいのではないか。 

外部講師の立場 校数 

医療関係者 １０ 

がん経験者やその家族   ２ 

保健センター等の保健師   ２ 

その他   ０ 

学校が活用した外部講師は、医療関係者が多く、活

用してよかった点としては、医療関係者による専門的

な知識・情報や、経験者からの具体的な情報や体験談

等があげられた。 

今回のアンケートで得られた具体的な記述を以下

に示す。 

・ 病院での治療や経験者による生活や気持ちについ

ての話を聞けたことで、がんに対するイメージがよ

り明確になったと思う。 

・ 専門家から話を聞くことで詳しく正確な情報を生

徒に伝えることができ、教員にも勉強になる。 

・ 専門家の人に話をしていただいたことで、知識だ

けでなく体験談を聴いてがん患者との共生につい

て考えたり、今の病院での状況について知ったりで

きた。 

・ 緩和ケア等、知らなかったが知ることができた。 

⑸ 「がん教育プログラム」等の補助教材の存在に

ついて 

補助教材の認知について 校数 

知っている ７４ 

知らない ２６ 

知っている７４校中、活用したことはあるか 校数 

ある １３ 

ない ６１ 

26校の学校が「がん教育プログラム」等の補助教材

の存在を知らず、知っていても活用が低い状況（13校）

である。活用した学校 13校のうち、４校がほぼ毎年活

用しているが、９校は１～３回の実施であった。 

しかし、活用したほとんどの学校は、「分かりやすい」

「伝わりやすい」と感じており、活用すれば効果は高

いと思われる。 

まずは、「がん教育プログラム」等の補助教材の存在

を周知する取組が必要であり、今回の研究結果の周知

や、別添の調査結果集約資料等により、活用の促進を

図りたい。 

⑹ 「がん教育」を実施するにあたり、知りたいこ

とについて 

知りたいことがあるか 校数 

ある ２４ 

ない ７６ 

「知りたいことがある」と回答した学校が少ないの

は、重点的にがん教育を実施した学校数の度合いと関

連があると推察される。その内容としては、実践例や

他校の取組、指導法等（８校）、さまざまな配慮に関す

ること（６校）、参考になる書籍・研修・教材・統計資

料（３校）、外部講師に関すること（３校）等であった。 

今回のアンケートで得られた参考となる書籍や研

修、実践等の情報を以下に示す（令和５年度実績）。 

・ 岡崎市養護教諭部会が令和５年度、三河教育研究

会で発表した研究実践と講師リスト 

・ 学校におけるがん教育の考え方・進め方（2018年

大修館書店） 

・ ＮＰＯ法人がんノート代表理事：岸田徹氏の講話 

・ Ｙｏｕ Ｔｕｂｅ 「よくわかる！がんの授業」公

益財団法人日本対がん協会 

・ 愛知県教育委員会がん教育研修会講師：埼玉医科

大学総合医療センター緩和医療科呼吸器外科・緩和

ケア推進室長：儀賀理暁氏 

⑺ がん教育の研修について 

参加した方がいる 校数 

いる ３３ 

いない ６７ 

研修参加者は 33校で、全て養護教諭であった（２校

が保健主事も一緒に参加）。県や市町村の研修会が大半

で、自主研修会もあった。 

教職員の研修の必要性 校数 

思う ２５ 

やや思う ５１ 

あまり思わない ２３ 

思わない   １ 
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76校が研修の必要性を感じており、がん教育に関す

る研修会と研修参加対象者を増やすことが望まれる。

学校教育全体で取り組むためには、多くの教員の研修

参加が必要だと考えられる。県や市町村の教育委員会

主催の研修会を数年間で全員が受講できる体制づくり

が望まれる。 

⑻ がん教育を学校教育全体で推進する場合の問 

題点や課題について 

がん教育を学校教育全体で推進することについて、

93校が問題点や課題があると感じていた。  

問題点や課題（複数回答可） 校数 

指導時間が足りない ７４ 

連絡調整する時間が足りない ２８ 

関係機関との連携が面倒 １１ 

生徒にがん患者がいて扱いづらい １１ 

生徒の身内にがん患者がいて（いたため）扱いづらい ４８ 

教職員の理解や協力が不足している １１ 

保護者の理解や協力が得られない   ２ 

その他   ５ 

具体的には、指導時間が足りない（74 校）、生徒の

身内にがん患者がいて扱いづらい（48 校）、連絡調整

する時間が足りない（28校）等があげられた。 

⑼ がん教育の意義について 

「がん教育」の意義 校数 

感じる ３４ 

やや感じる ５８ 

あまり感じない   ８ 

感じない   ０ 

92校が、がん教育の意義を感じている。感じる理由

として、正しい知識や理解の必要性（28校）、健康・生

き方・命の大切さ（18校）、予防・生活習慣（13校）、

身近な問題（９校）、死亡率の高い病気（７校）、将来

への影響（５校）等があげられた。 

あまり感じない理由として、やることが多い、忙し

い（負担）、他分野でも指導できる、がんに特化する必

要があるか、すぐに発症しない等があげられ、やるべ

きことが多く忙しすぎる学校現場の現状が浮き彫りと

なった。 

⑽ 今後重点をおきたい保健教育について   

今後重点をおきたい項目（複数回答可） 校数 

自殺予防教育 ６８ 

性に関する指導 ６７ 

喫煙・飲酒・薬物乱用防止教育 ５４ 

がん教育 ３３ 

感染症に関する教育 ２３ 

令和６年度の「教員研修の手引」には、健康教育に

おける保健教育の重点事項が上記の５項目とされてお

り、今後重点を置きたい項目を尋ねたところ、がん教

育は４番目と決して高い数値とは言えなかった。 

がん教育を学校教育全体で推進する場合の問題点

として、指導時間不足があげられた。また、今後重点

をおきたい項目として自殺予防教育が最も多かった。

このことから、例えば、「いのちの教育」の視点でがん

教育を含めて指導したり、通常の教科書中心の指導に

がんサバイバーを講師として活用したりする等、指導

時間の確保と実施方法の工夫が考えられる。 

 

４ おわりに 

調査から、多くの学校が保健体育の授業のみでがん

教育を取り扱っている現状が分かった。がん教育の有

用性については、ほとんどの学校が感じているので、

まずは授業の中で、教科書だけではなく、今回紹介し

た文部科学省の資料や、動画資料などを活用し、指導

内容を充実させたい。 

さらに、総合的な学習の時間、特別活動、特別の教

科道徳等も含め、学校教育全体を通じて行われる健康

教育に位置付けて推進するなど、がん教育についての

さまざまな取組を、組織的かつ計画的に実施していき、

教育活動の質の向上を図っていく。そのことにより、

「健康について主体的に考える」「命について深く考え

る」生徒を育成していくことが期待される。 

そのために、関係各所と連携し、外部講師リストの

存在の周知、教員研修による取組の推進等により、愛

知県のがん教育が深化し、さらに、健康教育の中の保

健指導が改善されることが望まれる。 

今回の研究で課題としてあげられた、実践例や他校

の取組、補助教材等について、別添の調査結果集約資

料の巻末にまとめた。今後のがん教育の一助となれば

幸いである。 

問題点や課題はあるか 校数 

ある ２３ 

ややある ７０ 

あまりない   ５ 

ない     ２ 



 

１ 調査の趣旨 

現在、特別支援学級１学級の児童生徒数

は、「公立義務教育諸学校の学級編制及び教

職員定数の標準に関する法律」によって、編

制基準が８人と定められている。そして近年

では、特別支援学級に在籍する児童生徒数が

急増し、加えて、一人一人の障害の状態も複

雑かつ多様になる傾向が見られ、特別支援学

級の担任は、毎日の指導に苦慮している現状

である。そこで、昨年度は学級編制基準が８

人であることの不安について、安全管理面、

学習指導面、生活指導・生徒指導面、学級経

営・学級運営面の観点から実態調査を実施し

た。その結果、障害の多様化やニーズの個別

化、複数の学年が在籍する多学年化への対応

の困難さが不安につながっている実態を把握

した。本年度は項目間の関連性を踏まえ、詳

しく分析を進め、現状と課題を明確にしてい

くこととした。 

２ 実態調査校について 

知的障害特別支援学級と自閉症・情緒障害

特別支援学級の担任（５人以上を受け持って

いる担任を中心）を対象として、各地区４分

の１程度の学校（障害種ごとの数を約半数ず

つにする）を抽出し、実態調査を実施した。 

 

３ 実態調査の結果と分析 

⑴ 編制制基準が８人では不安に思うこと 

  各観点で項目を設定し、不安に思うこと

を選んでもらった。（複数回答可） 

  ア  安全管理面（表２） 

    全体の 97％の担任が衝動的な行動へ

対応することを不安に思っている。ま

た、他者へのこだわりの強い行動や安全

な道具の使用方法の徹底への対応につい

ても、全体の 80％以上の担任が不安に

思っている。さまざまな行動の特徴をも

つ児童生徒がいることで、担任は学級内

での事故やけがのリスクを強く感じてい

ることが伺える。 

イ 学習指導面（表３） 

                                   
研究主題 

   共生社会の形成に向けて、一人一人の教育的ニーズに応え、 

豊かに生きる力を育む特別支援教育の推進と充実 

―子どもたち一人一人に対応した学びを実現するために― 

                                    特別支援教育委員会  

表１ 調査対象数の内訳(総数312人)
地区 人 校種 人 障害種 人

知的 53

自･情 52

知的 27

自･情 32

知的 48

自･情 51

知的 28

自･情 21

三河 148

小 99

中 49

尾張 164

小 105

中 59

表２ 安全管理面で不安に思うこと

安全管理面
衝動的な行動へ対応するこ
と（離席・クールダウンの
ための空間対応など）

303 97% 200 98% 103 95%

他者へのこだわりの強い行
動から児童生徒を守ること 273 88% 180 88% 93 86%

道具を使用する授業等にお
いて、安全な使用方法を徹
底して対応すること

259 83% 174 85% 85 79%

健康面の状態を的確に把握
すること 161 52% 111 54% 50 46%

アレルギーや誤食（飲）な
どの飲食への対応に関する
こと

118 38% 89 44% 29 27%

全体
(312人)

小学校
(204人)

中学校
(108人)

表３ 学習指導面で不安に思うこと

学習指導面

障害の度合いに応じた教材
教具の準備や提供をするこ
と

293 94% 196 96% 97 90%

異学年が多くなり、学年齢
に応じた教育の提供をする
こと

284 91% 197 97% 87 81%

交流授業など、協力学級で
の様子をきちんと見届けら
れないこと

281 90% 189 93% 92 85%

自立活動など、目標の異な
りが大きくなり対応が難し
いこと

258 83% 174 85% 84 78%

それぞれの学びの状態を適
切に評価すること 217 70% 148 73% 69 64%

全体
(312人)

小学校
(204人)

中学校
(108人)

⑨ 特別支援教育委員会 



全体で 90％以上の担任が、学年齢に

応じた教育の提供や障害の度合いに応じ

た教材教具の準備、交流学級での様子の

把握について不安に思っている。また、

小学校の担任の方が中学校の担任よりも

不安に思っていることから、発達の状況

の違いが大きい上に複数の学年が在籍す

る中で、適切な学習内容を設定すること

に、非常に苦労をしている実態が明らか

になった。 

  ウ 生活指導・生徒指導面（表４） 

全体で 92％の担任が、人間関係のト

ラブルへの対応について不安に思ってい

る。また、全項目において小学校の担任

の方が中学校の担任よりも不安に思って

いる割合が高く差も大きいことから、小

学校では、多様な発達段階の児童への対

応に苦慮していることが伺える。 

エ 学級経営・学級運営面（表５) 

全体の 92％の担任が、複数の学年が

在籍することで教育課程の編成や実施が

複雑になることを不安に思っている。ま

た、障害の程度や実態に幅があることへ

の不安も強い。この結果からも、在籍す

る児童生徒の多学年化、そして一人一人

の特徴の違いや実態の幅が大きいことが

担任にとって、大きな不安と負担につな

がっていることが伺える。 

⑵ 担任している児童生徒数との関係 

⑴の結果をさらに詳細に分析するため

に、四つの観点ごとで、担任している児

童生徒数別に項目の選択数の平均を求め

た。なお、分析に当たっては、回答数が

多い担任している児童生徒数が４人から

８人の数値に注目して行った。 

ア 安全管理面（表６） 

安全管理面では、五つの選択項目を 

設定し、全体の選択数の平均は 3.57 で

あった。平均(A) においては、５人と７

人が平均値を上回っており、また、平均

(B) を見ても、４人から６人のグループ

より、７人から８人のグループの数値が

高い。このことから、担任している児童

生徒の人数が多いことで、担任がより不

安に感じているのではないかと思われ

る。 

イ 学習指導面（表７） 

学習指導面では、五つの選択項目を 

設定し、全体の選択数の平均は 4.27 で

表５ 学級経営・学級運営面で不安に思うこと

学級経営・運営面

複数の学年が在籍してお
り、教育課程の編成や実施
が複雑になること

286 92% 193 95% 93 86%

同じ障害種でも障害の程度
や実態の違いの幅が広いこ
と

270 87% 186 91% 84 78%

個別の教育支援・指導計画
の作成時間を確保すること 263 84% 173 85% 90 83%

保護者や本人との進路や教
育支援に関する相談をする
こと

240 77% 151 74% 89 82%

交流学級担任や学年担当と
の連携にかかる時間を確保
すること

240 77% 166 81% 74 69%

福祉（放課後デイ等）・医
療等、本人が関わっている
関係機関と連携すること

161 52% 111 54% 50 46%

外国籍の児童生徒が在籍し
ていること 121 39% 80 39% 41 38%

全体
(312人)

小学校
(204人)

中学校
(108人)

表４ 生活指導・生徒指導面で不安に思うこと

生活・生徒指導面

人間関係のトラブルに対応
すること 287 92% 188 92% 99 92%

日常生活を支援すること
（生活習慣・排せつ・衣服
の着脱等）

255 82% 183 90% 72 67%

自傷行為や他傷行為等に対
応すること 207 66% 146 72% 61 56%

非行や迷惑行為等に対応す
ること 194 62% 143 70% 51 47%

性的な興味等に対応するこ
と 141 45% 94 46% 47 44%

全体
(312人)

小学校
(204人)

中学校
(108人)

担任している児
童生徒の人数

学級数
選択数の
平均(A）

１人 7 4.14
２人 3 3.00

３人 8 3.50 平均（B)

４人 29 3.41
５人 62 3.63

６人 94 3.55

７人 66 3.65
８人 43 3.47

合計・平均 312 3.57

表６ 担任児童生徒数とのクロス集計（安全管理面）

3.56

3.58



あった。平均(A) においては、６人から

８人で平均値を上回っており、平均(B) 

を見ても、安全管理面と同様に、４人か

ら６人のグループより７人から８人のグ

ループの数値が高い。また、安全管理面

よりも選択数の平均が全体的に高い傾向

にあることを踏まえると、担任する人数

が多いことによって担任の不安が強く

なっていることが読み取れる。 

ウ 生活指導・生徒指導面（表８） 

生活指導・生徒指導面では、五つの選

択項目を設定し、全体の選択数の平均は

3.47 であった。平均(B) においては、

４人から６人のグループと７人から 8人

のグループとの差があまり見られなかっ

た。この結果は、⑴のウにおいて、小学

校の担任の方が、中学校担任よりも不安

をもっている割合が高いことが影響して

いると思われる。 

エ 学級経営・学級運営面（表９） 

学級経営・学級運営面では、七つの 

選択項目を設定し、全体の選択数の平均

は 5.06 であった。平均(A) において

は、６人から８人で平均値を上回ってお

り、平均(B) を見ても、安全管理面と同

様に４人から６人のグループよりも７人

から８人のグループの数値が高い。この

結果は、担任する児童生徒数の多さが、

学級経営や学級運営においても大きな影

響を与えており、担任の不安を大きくし

ていることを明らかにしている。 

⑶ 記述回答の内容から（表 10～13） 

今回の調査では、四つの観点において、

記述の回答欄も設けた。記述の内容に

は、担任としての不安や苦慮しているこ

とについて、切実な声が書かれていた。

そこで、記述の内容からも編制基準が８

人であることへの不安について、担任が

どのように思っているかを分析すること

にした。 

分析方法は以下の通りである。 

各観点の記述内容の分析結果からは次の

ような傾向が見られた。 

 

担任している児
童生徒の人数

学級数
選択数の
平均(A）

１人 7 4.14
２人 3 4.00

３人 8 4.13 平均（B)

４人 29 4.00
５人 62 4.26

６人 94 4.31

７人 66 4.30
８人 43 4.42

合計・平均 312 4.27

表７ 担任児童生徒数とのクロス集計（学習指導面）

4.24

4.35

担任している児
童生徒の人数

学級数
選択数の
平均(A）

１人 7 3.29
２人 3 3.67

３人 8 3.00 平均（B)

４人 29 3.34
５人 62 3.60

６人 94 3.69

７人 66 3.29
８人 43 3.30

合計・平均 312 3.47

表８ 担任児童生徒数とのクロス集計
　　　　　　　　　　　（生活指導・生徒指導面）

3.61

3.29

担任している児
童生徒の人数

学級数
選択数の
平均(A）

１人 7 4.57

２人 3 5.33

３人 8 4.75 平均（B)

４人 29 4.59
５人 62 4.97

６人 94 5.18

７人 66 5.23
８人 43 5.14

合計・平均 312 5.06

表９ 担任児童生徒数とのクロス集計
　　　　　　　　　　　（学級経営・学級運営面）

5.02

5.19

１ 記述内容でよく使われているキー

ワードの種類とその個数、そして、そ

のキーワードが文中でどのように使わ

れているかを分析する。（分析には、

Microsoft社の Copilotを使用） 

 

２ その結果から見えてくる傾向を考察

する。 



ア 安全管理面 

・ 個別対応が多く、他の子どもへ

の支援が手薄になるという声が目

立つ。 

・ 衝動的行動や自傷行為、災害時

の避難など、命に関わる場面への

対応が課題となっている。 

・ 教室の狭さや大人数による刺激

が、情緒の不安定さを引き起こす

要因になる。 

イ 学習指導面 

・ 一人一人に合わせた指導が求め

られるが、時間や人員の制約で十

分な対応が難しい。 

・ 多様な教材を準備する必要があ

り、教員の負担が大きい。 

・ 異なる学年や障害の程度の子ど

もが混在しており、学習進度の調

整が困難である。 

ウ 生活指導・生徒指導面 

・ 教師と児童生徒、あるいは児童

生徒同士の関係性構築に時間がか

かり、緊張状態が続いている。 

エ 学級経営・生徒指導面 

・ 付き添いや会計業務などに必要

な人員が不足しており、学級運営

に支障をきたしている。 

・ 複数の学年や交流学級との連携

が求められる中で、学級目標の設

定や協力体制の構築が困難になっ

ている。 

４ おわりに 

今回の実態調査結果から、編制基準の８人

に近い人数になるほど、さまざまな面で不安

を抱いている担任が多くいることが分かっ

た。また、小学校の割合が高い傾向も明らか

になった。さらに、担任の声からも、学校現

場に対する児童生徒、保護者、地域からの教

育的ニーズが多様化している現状と、児童生

徒数の増加に伴い複数の学年が在籍する多学

年化が、一人一人のニーズに応えることの難

しさにつながっていることが伺えた。一人一

人に対応した学びを実現するために、特別支

援学級の学級編制基準を８人から引き下げら

れるように、各関係機関に粘り強く働きかけ

ていきたい。 

表13 学級経営・学級運営面の記述分析 記述数　32

キーワード 出現回数 文中・文脈での使われ方

対応 5

児童 4

保護者 3

負担 2

指導 2

個別 2

教科指導や生活指導、情緒支援が求め
られる
個別指導が必要な児童への対応や複雑
な個別の会計管理が求められ、体制が
追いついていない

児童や保護者、外部機関との対応が多
岐にわたり、個別対応が必要とされる
児童の特性や学年構成が学級運営に影
響を与えている
保護者との連携や要望への対応が日常
的に求められ、時間的・精神的負担が
大きい

精神的・時間的な負担が大きく、教職
員の負担軽減が課題となっている

表12 生活指導・生徒指導面の記述分析 記述数　33

キーワード 出現回数 文中・文脈での使われ方
対応 14

指導 8

保護者 6
児童 6

トラブル 4

管理 4

登校 3

情緒の安定をはかることが難しい中で
は、人間関係のトラブルや他傷行為が
頻繁に生じること

保護者や不登校児童への対応

教科指導の担当人数に限界があり、一
人に対して教える時間がなく、生徒の
待ち時間ができてしまうこと

保護者や不登校児童への対応
保護者や不登校児童への対応

整理整頓や持ち物管理が把握しきれな
いこと

保護者や不登校児童への対応

表11 学習指導面の記述分析 記述数　33

キーワード 出現回数 文中・文脈での使われ方

学習 18

児童 14

時間 14

指導 10

個別 6

教材 6

支援 6

難易度や進度の違い、児童の集中力な
どに関する課題

行動の個別性、待機時間の管理などが
課題

個別対応の時間配分の難しさや準備時
間の不足が大きな負担

個別対応の難しさ、時間配分、教材準
備の負担

教員の人数や時間の制約により、十分
な個別対応が困難

多様な教材の準備や、個別対応のため
の教材の工夫が必要

指導時間の不足、児童ごとの対応時間
の限界など、時間的制約が大きな課題

表10 安全管理面の記述分析 記述数　35

キーワード 出現回数 文中・文脈での使われ方
児童 17 中心的な対象
対応 13 支援・対処に関する記述が多い
安全 7 安全確保に関する懸念
教室 6 教室内外の状況に関する記述
行動 6 衝動的行動や個別対応に関連
支援 5 個別支援や支援体制の不足
校外学習 5 引率や安全管理の課題
加害 3 他児童への影響に関する懸念
自傷 2 命に関わる行動への対応
通訳 1 外国籍児童への対応課題


